2012年4月吉日
各位
特定非営利活動法人 日本PFI･PPP協会

　　　　　　　　　　　理事長　植田  和男

「仙台空港等と公共施設等運営権研究会」創設のご案内

今、喫緊の課題は、東日本大震災被災地の早期復興であり、東北経済の核となる新たな産業を作りだすことです。その先導的役割を担えるのは仙台空港であり、同様のインパクトを有するものは他にないと思われます。仙台空港が真の東北の玄関口として内外に対し魅力的な、そして競争力のある空港施設、運営条件を備えることによって初めて大規模な民間投資が誘発されることとなり、東日本大震災によって受けた大きなダメージを払拭し、東北の復興の先導役を担うことが出来ます。

国土交通省は、「空港運営のあり方に関する検討会」を設置し、平成23年7月29日に「空港経営改革の実現に向けて（空港運営のあり方に関する検討報告書）」を公表しました。当協会がこれまで提案して参りました「仙台空港の運営に係る公共施設等運営権の活用」は、この報告書にそったものです。その内容としては、滑走路等事業とターミナルビル運営事業並びに仙台空港アクセス鉄道の経営一体化を前提とします。ビジネス･ジェット駐機場等の拡充による世界に誇れる多様性、柔軟性ある空港運営を可能にする空港施設を整備することも含まれます。一体的投資として仙台空港隣接地に企画されている国際観光拠点等から生み出される収益は着陸料等の無料化等を実現し、格安航空会社、世界からの新設路線の誘致を可能とし、海外からの観光客等の飛躍的増加は、観光産業の成功のみならず、新たな産業分野を生み出し、東北の復興を強く後押しすることを描いています。

今回、「仙台空港と公共施設等運営権研究会（運営権研究会:仮称）」を創設し、別紙の　　要領にて運営権研究会を実施する予定です。今後、他の国管理空港、地方自治体管理空港においても同様な検討が行われていくことと思われます。
運営権研究会へのご参加をご検討頂けますようお願い申し上げます。

記

1. 開催場所       ： 仙台市内

2. 開催回数　　　 ： 月1回

3. 開催期間　　　 ： 2011年12月～2012年12月

4. 参加団体　　　 ：① 協会会員企業

　　　　　　　　　 　②
名取市、岩沼市等（予定）

　　　　　　　　　　 ③
名取市商工会、岩沼市商工会等（予定）

④ 航空会社（予定）

⑤ 各地観光協会（予定）

　　　　　　　　　　 ⑥
東日本大震災被災者団体

⑦ その他協会が認める内外有識者・専門家・金融機関･投資家等

5．会長        ： 一橋大学大学院商学研究科　教授　山内  弘隆 氏
　 副会長        ： 自推参加企業を含め複数社

6．各回のテーマは下記を予定しております。
　  ① PFI法に基づく公共施設等運営権解説
【第1回研究会：12月1日（木）午後4時～6時 】
　  ② 空港運営の一体的経営とは（内外事例）
　  ③ 内外ハブ空港のセールス・ポイント（韓国、シンガポール空港等）
　  ④ 着陸料無料化と路線増強策（格安航空の動向、24時間空港等）
　  ⑤ ビジネス・ジェット機駐機場拡充等の意義
　  ⑥ 宮城県・東北地方の観光振興（国内、国際）における仙台空港の果たすべき機能 
　  ⑦ 復興特別区域法の活用と仙台空港周辺産業開発（具体的事業提案等）
　  ⑧ 仙台空港と道路網、鉄道網、航路網等のインフラ整備の必要性
　  ⑨ 東北8空港における仙台空港の機能（複数空港への公共施設等運営権の一括適用）   

⑩ 事業範囲シミュレーション（仙台空港関連施設、周辺公共インフラ等）
　  ⑪⑫まとめ、成果物発表会等
　   各回のテーマ及び調査会社は予め決めておき、調査結果等を毎月順次（1テーマ／月）
　   発表して頂きます。

7. 研究会会費： 民間企業会員等　10万円（年会費）【会場費、印刷費、講師謝礼等】

　　　　　　　　行政会員等　　　無料

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上

ＦＡＸ送信先 ： ０３－５４１８－６８８５
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